
石川県リハビリテーションセンター

地域リハビリテーションの取組

（令和５年度 ３月末実績）

１．地域リハビリテーション推進事業

２．バリアフリー推進工房事業

３．難病相談・支援センター事業

４．高次脳機能障害相談・支援センター事業

5．復興リハビリテーション支援事業
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１．地域リハビリテーション推進事業

地域リハビリテーション支援体制の整備
（平成１２年３月２８日老発第２８６号）

地域において障害のある者や高齢者が、閉じこもり状

態となり、老化に伴う心身機能の低下とあわせて寝たき

り状態となることを予防し、住み慣れた地域において生

涯にわたって生き生きと生活が送れるようリハビリテー
ションが適切かつ円滑に提供される体制整備を図る。

地域リハビリテーションを推進するための中核として

都道府県リハビリテーション支援センターを１カ所指定

する。

※令和３年５月に国の「地域リハビリテーション推進のための指針」が改定
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事業内容

（１）相談・支援

（２）補装具装用訓練等支援事業

（３）研修

（４）啓発普及・情報提供

（５）体制づくり
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① 相談・支援内容

●個別ケースに対する相談・支援事業
延べ件数 Ｒ５：1,３４２件
実人数 Ｒ５：２８４人

①福祉用具の適合や住環境調整による自立支援

②日常生活動作（ＡＤＬ：食事等）、生活関連動作（ＩＡＤＬ：家事等）の自立を促す支援
③健康管理、機能低下や変形、生活不活発の予防に関する支援
④障害者の自動車運転に関する支援 等

●講師及び連絡会等への参加等（事業支援）
Ｒ５：５９件

①運動・作業等の指導
②施設環境の調整や福祉用具購入に関する相談
③会議への参加 等

（１）相談・支援
県内の保健・医療・福祉・教育・就労の関係機関から、リハビリテーションに関する技術

的支援・協力依頼を受け、理学療法士、作業療法士、リハビリテーション工学技師、保健

師などの専門スタッフが、障害のある方や高齢者の自立と社会参加を支援している。
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●支援事例
・医療的ケア児への職業体験の支援

コミュニケーション支援機器を利用し、在宅での就労体験
OriＨｉｍｅロボットを利用し、事務所からエクセルデータ入力について指示
し、ミニキーボードマウスを利用し、事務作業を行っている。 自宅から金沢市の善隣館利用者

に体験談を講義している
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●支援事例
・ ケア付き住宅で過ごすＡＬＳの方の移動獲得支援

自分で自由に移動したいとの希望があり、足操作により電動
車椅子での移動が獲得でき、散歩を楽しむことができている
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●支援事例
・ 就学支援とチェアスキー体験

地域の小学校に通う車椅子児童に対して、スキー遠足を楽しむためにチェアスキーの支援を行ったことが
きっかけになり、県内のハンディスキー協会の方々とスキーを楽しんでいる



（２）補装具装用訓練等支援事業
機器等による代替手段を利用したコミュニケーション支援を強化するために、厚生労

働省がＲ３～Ｒ５年度臨時で実施した補装具装用訓練等支援事業を活用し「重度障害者

用意思伝達装置」を対象とした装用訓練等支援事業を実施

県内各地域で本事業の支援が充実するよう、訪問看護
ステーション、地域包括支援センター、相談支援事業所、
居宅介護支援事業所、市町等の身近な支援者に機器等の
代替え手段を利用したコミュニケーション支援に関する
普及事業を実施（小松会場、金沢会場、七尾会場）

② 事業説明会 ※ ハイブリッド：参集とオンラインでの実施

①相談・支援
Ｒ５：支援人数 ２５人（のべ１６７件）
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④ 研修

県内各地域で本事業の支援が充実するよう、障害児や難病患者等への専門的な対応が可能な
訪問看護ステーションで勤務するリハビリテーション専門職との意見交換会を実施。

③ 意見交換会

・障害の状況にあわせた支援技術研修 ３回開催 ３５人参加
・機器の使い方、設定に関する研修 ３回開催 ８１人参加
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（３）研 修
①リハビリテーション技術普及研修

・特別支援教育における取組とリハ専門職に期待すること ３４名

・ともにまなぼう見つけよう障害のある子どもたちの可能性 ７７名
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②福祉用具に関する研修
・職場環境改善研修

１回 ７０名
・福祉用具活用研修（出前講座）
５回 ６６名

③特別支援教育におけるリハビリテーション研修
・特別講演：教育現場で活かせる、リハ専門職の見立ての視点 303名

選択講座：子供たちの姿勢や動きを見よう 58名
福祉用具展示

会場：いしかわ特別支援学校



●住宅改修プランや福祉用具の試用検討を行うバリアフリー体験住宅 「ほっとあんしんの家」

① バリアフリー体験住宅・設備

（４）啓発普及・情報提供
障害のある方や高齢者の自立した日常生活や社会参加を促進することの重要性に

ついて理解を深め、バリアフリー環境の大切さや自然に支え合うことができる社会の
実現を目指すための啓発普及を行っている。

●生活動作に適した福祉用具を選択するための試用検討を行う福祉用具
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②バリアフリー体験住宅「ほっとあんしんの家」利用状況

● 目的別利用件数
令和５年度
全体 ２７８件
・ 一般見学 ２１件
・ 障害者の相談・支援 １７５件
・ 教育研修 ４５件
・ 研究・開発 ３７件

研修教育(移乗、車の運転）

研修教育(コミュニケーション）
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（５）体制づくり

在宅で生活する障害のある人が社会参加を図るには、在宅での実践的リハビリテー

ション支援が重要となる。
各地域でこれらの活動を推進するには、医療・福祉・介護の連携が必要となるため、

地域の支援者同士のネットワークづくり及び適切なリハビリテーション支援が
提供できる相談支援体制の充実を目指す。

①リハ技術支援ネットワーク強化事業（県障害保健福祉課連携）
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平成２７年度から各市町の事業に関与できるリハ専門職の人材育成、各地域におけ

るリハ連絡会の体制づくり、市町や地域包括支援センターの方々に対する地域リハビリ

テーションの啓発普及を目的に下記事業に取り組む。

リハビリテーション専門職活用支援事業の活動実績

②リハビリテーション専門職活用支援事業（県長寿社会課連携）

1
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各職能団体の研修ならびに県が実施する研修①②の修了者を各職能団体から推薦し、

同意が得られたリハ専門職を市町事業に関与できる協力者として、県リハビリテーション

センターのホームページに掲載し市町や地域包括支援センターへ紹介。

●市町事業に関わるリハ専門職育成の体制

市町事業に関わるリハ専門職の
協力者数 R５年7月末現在
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職種 実人数 延べ人数

理学療法士 ３０ ８７

作業療法士 ４７ ７８

言語聴覚士 １３ ４１



２．バリアフリー推進工房事業

平成８年４月 リハセンター､工業試験場､

土木部の医工連携組織として､リハビリテー

ションセンター内に設置

16



（１）相談・支援

（２）研究開発

事業内容
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● トイレでの声かけ・見守り機能を持つ介護ロボットの開発支援

施設利用者の見守り・声かけ時間を軽減するために、介護職員が介護ロボット操作を
簡単に設定して置くだけの『ゆきちゃん』 を開発 （県作業療法士会、金沢工業大学）
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【実用化に向けた機能改善
（金沢工業大学）】

トイレバージョン：対象者の立ち上りを捉えて
声かけし、職員が来るのを待つことができる

離れた介護職員に通知するための改善
・立ち上りの状況を手持ちのスマホに通知

製品化に向けた県内企業への技術移転

【製品化に向けた企業マッチング
（コマニー株式会社）】

開発検討案

製品化への技術改善
・様々なトイレ環境に対応する側壁設置
・便器清掃をしやすくするセンサの無線化

（１） 相談・支援
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製品化に向けて、企業とＯＴ会、金沢工大、センターとで打合せや試作機を用いた試用検討を行う
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木場潟公園東園地 移動機器の検討

兼六園・金沢城公園 BFマップ作製のための検討

● 県有施設のユニバーサルデザイン支援（土木部との連携）



●課題：重度の障害がある電動車椅子利用者のPC操作

（２）研究開発
日々の個別支援を通して福祉用具等の開発ニーズを整理することで、生活に必要と

なる福祉用具の自主研究を行っている。

【課題】

・上肢の到達能力に制限があり、電動車椅子の操作レバーからPCマウスに持ち

替えることが難しい（自由に移動やＰＣ操作の切り替えができない）

筋ジストロフィー事例 筋ジストロフィー事例 脳性麻痺事例
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電動操作部の小型化や車椅子
テーブルを特注対応するが、
対応が不十分

電動操作とＰＣ操作を選択・共用できる操作システムの研究開発

PC

電動車椅子/
ＰＣ切替装置

無線

電動車椅子

小型操作装置

【概念図】 【原理試作】⇒安全性確保⇒【評価モデル試作】

・ 安全性を確保して作動することを確認

手指機能に応じた切替･決定ボタン等の研究へ
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電動車椅子制御
コネクターへ

ＰＣ信号変換装置

無線受信装置

PC USBポートへ

無線発信装置（BOX内）

電動車椅子－ＰＣ切替装置

左右クリック等
スイッチ



3. 難病相談・支援センター事業

◆平成18年5月
石川県リハビリテーションセンター内に設置

地域で生活する難病患者や家族等の日常生活に

おける相談に応じ､また､患者の交流支援､研修

会、就労支援などを行う。

平成27年度から小児慢性特定疾病児童等の相談

支援も開始。
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事業内容

（１）相談・支援

（２）医療講演会・研修会 等

（３）患者・家族交流支援

（４）支援関係者研修

（５）患者会支援

（６）小児慢性特定疾病児童等自立支援事業

（７）啓発普及・情報提供
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保健師、OT、PTによる個別相談

＜ 電話・来所相談(予約制)・訪問・メール ＞

月曜日～金曜日 ８：３０～１７：１５

土曜日（電話相談のみ） ８：３０～１２：３０

専門医相談（予約制）＊日時は随時調整

脳神経内科医、整形外科医、免疫内科医

就労個別相談（予約制）毎月第３木曜日 13:30～15:30

金沢公共職業安定所 難病患者就職サポーター

（１）相談・支援
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相談・支援件数 ： ８０６件（１９８人）



（２）医療講演会・研修会 等

対象：地域に患者会がなく、医療講演会等の

開催機会が少ない疾患の患者・家族

目的：疾患に関する最新の情報や日常生活の

留意点等について、学ぶ機会とする

① 難病医療講演会
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② セルフマネジメント研修

目 的：病気が日常生活に及ぼす影響を最小限にし、人生をより
よいものにするための自己管理能力を身につける

③ 災害に関する研修

いしかわ医療的ケア児支援センターと共催
令和５年度 難病患者・医療的ケア児等災害対策研修会



① 難病カフェ

開催日：毎月第２火曜日 13:00～16:00（時間内の出入り自由）

場 所：リハビリテーションセンター 4階交流室・研修室

内 容：話し合い、学習会、手工芸 等

参加費：無料 ＊初回参加時のみ事前予約が必要

疾患を限定しない交流の場

（３）患者・家族交流支援

災害に役立つ料理教室 書道教室 ハーバリウム教室
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１１回開催 参加者８４人



② パソコン・タブレット教室

日 時：隔週水曜日 13:30～15:30（時間内の出入り自由）

対 象：難病等により身体に障害がある方

内 容：パソコン、タブレット、スマートフォン操作に

関することを通して交流を図る

＊初回参加時のみ事前予約が必要
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２４回開催 参加者１００人



（４）支援関係者研修

① 相談支援担当者難病研修

② 難病ホームヘルパー養成研修

（①と②同時開催：能登半島地震のため中止）
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③ 語り部事業
対象：看護師や介護福祉士等を目指す保健・医療・福祉系の学生
内容：難病患者・家族による体験談、患者会の活動紹介

５回開催：受講生９２名



（5）患者会支援
① 難病患者団体等連絡会

対象団体 : 22団体 １０団体出席

② 患者会等の活動支援
・患者会主催の講演会・

交流会等への協力・支援

・患者会活動の周知に協力 等

日 時 内 容 参加者

７月８日(金)
13:30～16:00 

意見交換
①令和5年度 難病相談・支援センター事業について
②令和5年度 各患者会活動について
③患者団体からの意見・課題を受けての対応について
④障害者ピアサポート研修について
⑤災害対策について

来場７
オンライン３
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① 専門医等相談会

対象：小児慢性特定疾病児童の家族及び支援者

目的：家族が疾病を正しく理解することにより、

子育てや療養生活の不安の軽減を図る

内容：

・糖尿病の子どもの療養生活について～学校生活を中心に～

・慢性腎疾患をもつ子どもの療養生活について

・小児慢性疾患をもつきょうだい・家族の心理的支援について

・小児慢性特定疾病児童等保護者交流会

４回開催： 参加者６６名

（6）小児慢性特定疾病児童等自立支援事業
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（7）啓発普及・情報提供

① センターニュースの発行（年2回）

② ホームページの運営

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/nanbyou
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http://www.pref.ishikawa.lg.jp/nanbyou


４．高次脳機能障害相談・支援センター事業

◆平成1９年４月
石川県リハビリテーションセンター内に

高次脳機能障害支援拠点機関として設置

高次脳機能障害のある方や家族の相談に応じ､

地域で安心して暮らせるように、医療・福祉・

就労・教育等の関係機関と連携し支援を行う。
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事業内容

（１）相談・支援

（２）教室活動（当事者向け、家族向け）

（３）研修会・出前講座

（４）支援関係者連絡会

（５）普及啓発・情報提供
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（１）相談・支援
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相談・支援件数 ： １，２２８件（９９人）

職場訪問による業務内容の確認

職場復帰に向けての作業理解や集中力に関する職業前評価



目 的：自身の障害について理解を深め、家庭生活の自立や
社会参加に向けて必要な代替手段を獲得する

対象者：高次脳機能障害により日常生活や社会生活に支障が
あり、一定期間、グループに参加することで効果が
見込まれる方

内 容：教室の目的確認､
学習､認知課題への取り組み､
話し合い 等

日 時：毎週水曜日９時半～12時

(１クール：6ヶ月)

スタッフ：作業療法士、保健師 等

（２）教室活動

① 生活支援教室 ４８回開催 利用者数：実１２名（延べ220人）
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② 本人・家族のための講座

＊講師の講話、患者と家族の会「つばさ」の会員を
助言者として座談会

参加者 第１回：2３名 第２回： 23名
第３回：17名 第４回： 13名

本人・家族が高次脳機能障害を理解し、適切に対応することで

生活の質を高める。また参加者同士の交流の場とする。

日 時 テ ー マ 講 師

6月３０日（金）
13:30～15:30

高次脳機能障害の理解と対応に
ついて

リハビリテーションセンター
作業療法士

9月５日（火）
13:30～15:30

利用できる社会資源について
リハビリテーションセンター
保健師

12月４日（月）
13:30～15:30

就労についに
石川障害者職業センター
障害者職業カウンセラー

3月７日（木）
13:30～15:30

家族会の活動について
高次脳機能障害患者と家族の
会つばさ 会員

本人・家族のための講座の様子

※つばさ会員含む

37



（３）研修会・出前講座
① 研 修 会

支援者が高次脳機能障害の支援に必要な知識と技術を習得し、

地域生活を見据えた支援が行えるようになることを目的とする。

ア）支援担当者研修 （オンライン開催）
２回開催 ７２名参加

イ）専門職研修 （オンライン開催）
能登半島地震のため中止
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② 講 演 会
広く一般県民に対して、高次脳機能障害への

理解を深め、知識の普及を図る。 集合形式で開
催し、後日オンデマンド配信した。

月 日

開催 令和５年1２月３日（日）14:00～16:30

オンデマンド配信期間

令和５年1２月２５日（月）～令和６年１月１９日（金）

内 容

第1部 講演
「脳損傷によって生じる感情と行動の障害

～原因を理解して対応を考える～」
第2部 体験談

講 師
京都光華女子大学 健康科学部 医療福祉学科

教授（精神科医） 上田 敬太 氏

参 加 1２月 3日参加者：９０名 視聴数：１３６回

＜高次脳機能障害リハビリテーション講習会＞
※主催：石川県高次脳機能障害リハビリテーション講習会実行委員会
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（４）支援関係者連絡会

・支援担当者との連絡会
当センターの紹介、高次脳機能障害者への対応方法、
支援事例の紹介、意見交換

令和５年7月21日、11月13日の支援担当者研修会
に併せてオンラインで開催

8月５日(土) 福井県高次能機能障害相談支援センター主
催で開催
各県での取組みについて情報交換、課題について検討

② 北陸三県の高次脳機能障害相談支援センターとの
連絡会

① 県内支援関係者との連絡会
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（５）普及啓発・情報提供

① センターニュースの発行（年２回）

② ホームページの運営

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/koujinou

③ リーフレットによる普及・啓発

41
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令和６年能登半島地震

５．復興リハビリテーション支援事業

４２



＜4.14地域JRAT週末報告会資料＞より

JRAT（日本災害リハビリ支援協会）の活動

1.1 発災
1.2 石川県庁にて情報収集開始
1.3 石川JRAT災害対策本部設置（金沢医科大学）
1.5 RRT派遣活動開始
1.7 七尾本部（公立能登総合病院）設置
1.8 石川県ｰ石川JRAT 協定書締結

いしかわ総合スポーツセンター（1.5次避難所）・
穴水町避難所にて活動開始

1.9 七尾市避難所にて活動開始
1.13 石川本部移転（石川県リハビリテーションセンター）
1.14 志賀町避難所にて活動開始

地域JRAT活動開始
1.17 能登町避難所にて活動開始
1.18 七尾本部移転（石川県能登中部保健福祉センター）

中能登町避難所にて活動開始
1.21 珠洲市にて活動開始
1.22 小松市（1.5次避難所）にて活動開始
1.25 輪島市避難所にて活動開始
2.13  金沢市（2次避難所）にて活動開始
3.8 七尾本部機能を石川本部に統合
3.19 東京本部機能を石川本部に統合
3.26 輪島市でのJRAT活動終了予定）
3.31 県庁本部機能を石川本部に統合

能登地域でのJRAT活動停止
4.30 JRAT活動停止

★石川本部（4/30撤退予定）

★七尾本部（３/8閉鎖）

●いしかわ総合スポーツセンター
（4/12活動停止）

◆七尾宿泊所（恵寿総合病院、３/31閉鎖）

◆穴水宿泊所（穴水総合病院、3/31閉鎖）

◆珠洲宿泊所
（珠洲総合病院、4/12閉鎖）

１． 履歴（概要）
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＜4.14 地域JRAT週末報告会資料＞より

石川本部ロジ人員数 現地派遣人員数 東京本部ロジ人員数 合計

1月（1.7～1.31） ５８２人 ６５７人 ２０８人 １,４４７人

2月（2.1～2.29） ６９５人 １,３５５人 ２５３人 ２,３０３人

3月（3.1～3.31） ５１７人 １,１５６人 １６４人 １,８３７人

4月（4.1～4.12） ７５人 ５５人 ６７人 １９７人

合計 １，８６９人 ３，２２３人 ６９２人 ５,７８４人

＊延べ数（石川県含む）

２．活動実績
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２月 ４１４
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＊4.12（速報値）
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＜4.14 地域JRAT週末報告会資料＞より３．避難所支援別活動実績

スポセン 七尾市 志賀町 穴水町 能登町 輪島市 珠洲市

派遣
チーム数

77 23 14 12 12 12 12

153 8 31 5 8 96 93

137 23 42 3 0 77 104

22 1 0 0 0 0 2

389 54 87 20 20 185 211

支援回数

３４５

７９９

６３９

４０

１,８２３回

＊延べ数

1月（1.7～1.31）

2月（2.1～2.29）

3月（3.1～3.31）

4月（4.1～4.12）

合計

七尾市 志賀町 穴水町 能登町 輪島市 珠洲市

避難所総数
（累積）

40か所 30か所 40か所 45か所 131か所 67か所

訪問避難所数
26か所
（65％）

30か所
（100％）

36か所
（88％）

25か所
（56％）

93か所
（70％）

57か所
（85％）

支援回数 198回 230回 82回 57回 393回 503回

いしかわ総合スポーツセンター ＊入所者数4.9現在

133人（メイン86、サブ47）

４５



避難所での生活環境の改善や工夫

１．避難所支援 （トイレに立ち座り、姿勢保持のための手すり設置）

仮設の和式トイレに手すり設置

避難所和式トイレに手すり設置４６



２．避難所支援 （手すり等での環境調整）

自衛隊風呂の浴槽出入りのために手すり設置

避難所の階段に移動のために手すり設置 起き上がり立ち上がりのために手すり設置
４７



３． １．５次避難所支援 （環境調整）

マットが動かないように滑り止めシート、床の滑りはカーペット敷いて対応

靴の脱着、トイレへの誘導等のため設置型手すりで対応
４８



４． １．５次避難所支援 （車椅子の調整、寝食分離等の調整）

震災で車椅子の足台が破損したため、本人の車椅子の修理対応の準備と、できるまで応急的に足台の工夫対応

寝食分離を目指して、食事やレクレーション空間を調整

４９



避難所等で使用した福祉用具 （Ｒ６年1月～５月末日）

1.5次
避難所

珠洲市 輪島市 穴水町 計

車椅子 59 1 60

歩行車 62 2 64

歩行器 6 1 7

杖 17 3 20

置き型手すり 79 18 3 100

置き型連結手すり 6 1 7

車椅子用クッション 2 1 10 13

ポジショニングクッション 10 10

電動ベッド 5 5

マットレス 11 11

ベッド用サイドレール 10 10

ベッド用Ｌ字柵 5 5

シャワーチェア 1 4 1 6

浴槽内台 1 1

スロープ 2 2

移動用リフト 1 1

吊り具 1 1

呼び鈴 5 5

伸縮靴べら 1 1

計 271 33 22 3 329

５０



避難所内に活動や参加の機会を設けることにより、避難者の活動の賦活を図り、
心身の機能低下を防止して次の生活へつながるように取り組むことが必要と考
えられる。そのため、避難者それぞれの能力や趣味嗜好の違いにより活動を選択
できるよう、２種類の活動の場を設ける。

（１）身体活動（運動プログラム）を実施
場所：スポーツセンター３階 グランドデッキ
時間：午前と午後の２回（10:30～、15:00～）

１回につき、メインアリーナからの移動も含めて１時間程度
内容：体操、ウォーキング、グランドゴルフや風船バレー、ボッチャなどのレク

リエーション

（２）手工芸やゲームなど机上活動（脳活プログラム）を実施
場所：メインアリーナ内で机と椅子があるスペース
時間：１０：００～１６：００ （開設時間内で好きな時間に利用を行う）
内容：写経、折り紙、毛糸手芸、大人の塗り絵、将棋や囲碁など

1.5次避難所でのアクティビティセンターの開設

１．目的と内容

５１



２．活動実績

身体活動（運動プログラム）を午前と午後の1日２回実施
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（２）手工芸やゲームなど机上活動（脳活プログラム）を実施
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手工芸やゲームなど机上活動（脳活プログラム）は自由に利用できる環境整備を行い実施
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復興リハビリテーションの活動

５４



石川県創造的復興プラン
本プランを創造的復興の実現に向かた羅針盤と位置づけ、県の成長戦略に基づく

施策の推進を県政運営の基本としつつ、地震からの復興に関する事項は本プランに
基づき推進する

大施策 ５ 被災者・被災地への支援の充実

中施策 7 避難者や被災者の健康管理

５５
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在宅高齢者等
1.5万人の情報

（被災高齢者等把握事業）

（孤立化のおそ

れのある）在宅

みなし
仮設住宅
約3,800戸

建設型
仮設住宅
約6,700戸

被
災
者
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

〇仮設住宅や自宅への生活に移行に伴い被災者の孤立が懸念される
⇒６月補正「被災者見守り・相談支援等事業」により、見守り体制を強化

〇見守りには被災者データベースの情報も活用

〇県も7/1に県社協内に支援センターを設立し、研修等により市町を支援

被災高齢者等の見守りについて

被災者見守り・相談支援等事業
実施者：市町社会福祉協議会、JOCA等

訪問先

１次避難所
２次避難所等
の被災者情報

個別訪問の結果をフィードバック

第１段階（発災直後
～） 第２段階（自宅帰還、仮設住宅への入居が本格化）

・個別訪問により、世帯の状況や
健康状態等を聞き取り

・被災者の状況を整理し、支援
方針を検討

・支援制度や医療・介護などの
関係支援機関を紹介
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石川県における被災者見守り・相談支援等事業 実施体制

市町地域支え合いセンター
（県南10市町社協）

●生活支援相談員の配置 ●訪問活動、安否確認
●各相談支援機関へのつなぎ ●コミュニティづくり

みなし仮設住宅

・石川県社会福祉士会
・専門職団体
（士業団体(弁護士等)、
ケアマネ協会、相談支援専門
員協会 等）

・石川こころのケアセンター
・保健福祉センター
・石川県関係各課
（復興部、土木部）
・県リハビリテーションセンター

・生活困窮者自立支援機関
・地域包括支援センター
・ハローワーク
・社会福祉法人
・NPO法人
・ボランティア団体
・民生委員児童委員
・自治会
・市町行政 等

公営住宅

石川県地域支え合いセンター
（石川県社会福祉協議会）
●相談員等向け研修会の開催

●アドバイザー・専門職派遣 ●連絡会議の開催
●市町外避難者支援ネットワークの運営

被災9市町
地域支え合いセンター
（市町社協、JOCA、

NPO等）
●生活支援相談員の配置
●訪問活動、安否確認
●ケース会議の開催

●各相談支援機関へのつなぎ
●コミュニティづくり

石川県厚生政策課

高齢者、障害者、生活困窮者、子育て世帯等

支援

見守り・相談支援

連携

連携

連携

支援

連携・協力機関

支
援

建設型
仮設住宅

在宅

見守り・相談支援

被災9市町行政
（輪島市、珠洲市、能登町、穴水町、七尾
市、志賀町、中能登町、羽咋市、内灘町）

支
援

連携

連携

7/1開設
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復興リハビリテーション支援事業（実施状況）

【訪問相談実績 】

仮設住宅向けチラシを配布

浴室内に手すりを設置

集会所で教室を展開

担当リハ職ビブス

トイレに補装具を設置

６月～ 訪問相談開始（６市町に常駐の担当リハ職を配置）

週１回（毎週水曜日）連絡会議を実施
（６市町担当リハ職、リハセン、長寿社会課）

事業概要

４月 JRAT(日本災害リハビリテーション支援協会）撤退

被災高齢者等の生活不活発病や要介護化を予防するため、県リハ
ビリテーションセンターが中核機関となって、地域の医療機関に
所属するリハ専門職を派遣し、仮設住宅等での相談対応や介護予
防活動に取り組む。

※主に仮設住宅での住環境の相談対応

市町
延べ活動日数

６月 ７月 8月 9月

輪島市 ２６日 ３３日 ３５日 ３８日

珠洲市 １１日 １７日 １５日 ２１日

穴水町 １０日 １１日 １４日 １２日

能登町 １０日 １０日 １８日 ２０日

七尾市 １日 ２日 ４日 ４日

志賀町 ６日 １０日 ７日 ８日
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復興リハビリテーション支援事業

仮設住宅･在宅生活の要支援者･障害者等

支 援

市町（主に能登６市町を対象に医療機関と連携した活動）

珠洲市
（市ＰＴ:１）

輪島市
（市OT:１）

穴水町 能登町 志賀町
（市ＰＴ:１）

七尾市

派遣
支援

情報共有

事業内容

① 仮設住宅における環境の確認・改修支援

② 福祉用具の相談・助言

③ 集会場等での運動・認知の維持向上のための介護予防活動

④ 地域ケア会議や行政会議への参加協力・助言

⑤ 研修等を通じた人材育成・自主グループの育成

支 援

支 援情報共有

珠洲市担当
珠洲病院
リハ職

輪島市担当
輪島病院
リハ職

穴水町担当
穴水病院
リハ職

能登町担当
非常勤
リハ職

志賀町担当
富来病院
リハ職

七尾市担当
能登病院
リハ職

市町連絡調整・ニーズの把握、地域関係団体調整、技術支援 等

県リハビリテーションセンター（リハ専門職9名、リハ工学技師１、保健師４）

リハビリテーション地域活動支援事業

活動計画立案、派遣人員調整、関係団体調整、専門的な技術支援 等

県 （健康福祉部：厚生政策課・長寿社会課）

協力病院からのリハ専門職等の派遣

医師会・リハ
専門職団体等

相談

情報
共有

派遣
支援

仮設住宅・在宅生活者・２次避難者
の自立支援等

市町の要望に応じて派遣支援
（羽咋市､中能登町､内灘町の仮設住宅団地など）
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